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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期
第１四半期
連結累計期間

第47期
第１四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 4,756,200 4,452,564 19,830,128

経常利益 （千円） 464,578 206,995 1,905,916

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 332,272 166,359 1,257,331

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 311,219 150,071 1,236,320

純資産額 （千円） 9,460,094 10,385,487 10,338,679

総資産額 （千円） 14,707,102 15,840,756 16,481,724

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 48.19 24.05 181.96

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 47.40 23.62 178.79

自己資本比率 （％） 62.9 64.0 61.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第46期第４四半期連結会計期間より、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）を導入したことに伴い、第46期及び第

47期第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額の算定における「普通株式の期中平均株式数」については、当該株式給付信託が所有す

る当社株式を自己株式に含めて算定しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移するなか、雇用・所得環境の改善

等を背景に緩やかな回復を続けてまいりました。一方で、中国をはじめとする新興国経済の減速や英国のＥＵ離

脱問題など景気の先行きに不透明感が漂う状況にありました。

　建設業界におきましては、民間設備投資は増加基調にあるものの公共投資は減少を続け、また慢性化した技能

労働者不足からくる労務費の増加など、先行きに不安の残る状況下にありました。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、施工管理体制の再構築を行い、「施工品質の向上」や

「安全管理の強化」を進めるとともに「収益力」の強化に努めてまいりました。

　しかしながら当第１四半期連結累計期間の売上高は、官公庁工事が減少したことなどにより44億52百万円（前

年同期比6.4％減）となりました。また利益につきましては、売上高の減少や高採算の工事が減少したことなど

により営業利益は１億89百万円（前年同期比58.6％減）、経常利益は２億６百万円（前年同期比55.4％減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は１億66百万円（前年同期比49.9％減）と前年同期を下回る結果となりまし

た。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

①建設事業

　建設事業は、民間の集合住宅が増加したものの、官公庁工事が減少したことなどにより、売上高が44億34百万

円（前年同期比5.7％減）となりました。利益につきましては、原価管理の徹底を推し進めているものの売上高

の減少や高採算の工事が減少したことなどによりセグメント利益は２億18百万円（前年同期比54.5％減）となり

ました。

②土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に実験・試験に関する収入が減少したことにより、売上高が14百

万円（前年同期比71.7％減）、セグメント損失は29百万円（前年同期は22百万円の損失）となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、主に賃貸マンション収入であり、売上高は３百万円（前年同期比7.5％減）、セグメント利

益は０百万円（前年同期比38.4％減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億40百万円減少し、158億40百万円と

なりました。これは主に受取手形・完成工事未収入金等が４億２百万円減少、電子記録債権が92百万円減少した

ことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億87百万円減少し、54億55百万円となりました。これは主に支払手

形・工事未払金等が５億57百万円減少、未払法人税等が４億24百万円減少したことによるものであります。ま

た、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ46百万円増加し、103億85百万円となりました。これ

は主に利益剰余金が60百万円増加したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、０百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

－ 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   667,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,024,200 70,242 －

単元未満株式 普通株式     2,180 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 70,242 －

　（注）自己株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する110,100株は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
667,700 － 667,700 8.67

計 － 667,700 － 667,700 8.67

　（注）自己株式に「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）」が保有する110,100株は含まれておりません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 6/17



1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 6,580,709 6,501,469

受取手形・完成工事未収入金等 4,506,919 4,103,974

電子記録債権 1,196,852 1,104,276

未成工事支出金等 510,920 484,686

未収入金 ※１ 757,196 ※１ 798,025

その他 258,946 152,553

貸倒引当金 △3,697 △2,113

流動資産合計 13,807,846 13,142,872

固定資産   

有形固定資産 1,990,462 2,027,697

無形固定資産 63,605 56,188

投資その他の資産   

その他 640,207 634,396

貸倒引当金 △20,397 △20,397

投資その他の資産合計 619,810 613,998

固定資産合計 2,673,878 2,697,884

資産合計 16,481,724 15,840,756
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,405,818 3,848,371

リース債務 35,262 31,228

未払法人税等 521,682 97,125

未成工事受入金 55,806 95,640

工事損失引当金 10,100 182,000

その他の引当金 85,716 22,993

その他 438,003 642,611

流動負債合計 5,552,388 4,919,970

固定負債   

リース債務 18,419 13,477

退職給付に係る負債 474,502 459,384

引当金 12,000 5,009

その他 85,734 57,426

固定負債合計 590,656 535,297

負債合計 6,143,045 5,455,268

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,382,063 2,382,063

利益剰余金 6,277,258 6,338,222

自己株式 △308,971 △308,971

株主資本合計 10,061,250 10,122,214

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,177 8,411

為替換算調整勘定 7,691 4,932

その他の包括利益累計額合計 20,868 13,343

新株予約権 53,967 56,999

非支配株主持分 202,592 192,930

純資産合計 10,338,679 10,385,487

負債純資産合計 16,481,724 15,840,756
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 4,756,200 4,452,564

売上原価 3,925,800 3,851,472

売上総利益 830,400 601,092

販売費及び一般管理費 373,056 411,770

営業利益 457,343 189,321

営業外収益   

受取利息 249 105

受取配当金 4,299 4,296

仕入割引 4,831 4,789

持分法による投資利益 － 5,686

物品売却益 697 752

その他 559 2,079

営業外収益合計 10,636 17,710

営業外費用   

支払利息 9 14

売上割引 470 22

持分法による投資損失 2,919 －

為替差損 3 －

営業外費用合計 3,401 36

経常利益 464,578 206,995

特別利益   

固定資産売却益 － 22,200

特別利益合計 － 22,200

特別損失   

固定資産処分損 － 822

特別損失合計 － 822

税金等調整前四半期純利益 464,578 228,373

法人税等 163,720 70,776

四半期純利益 300,858 157,597

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △31,414 △8,762

親会社株主に帰属する四半期純利益 332,272 166,359
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 300,858 157,597

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9,510 △4,765

持分法適用会社に対する持分相当額 849 △2,759

その他の包括利益合計 10,360 △7,525

四半期包括利益 311,219 150,071

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 342,633 158,833

非支配株主に係る四半期包括利益 △31,414 △8,762
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。また、セグメント情報に与える影響は軽微であ

るため、記載を省略しております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

未収入金 709,074千円 713,071千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 83,087千円 100,562千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 82,748 12.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 105,395 15.00  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

　（注） 配当金の総額は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,651千円を含めて記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,700,976 51,878 3,346 4,756,200 － 4,756,200

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 4,700,976 51,878 3,346 4,756,200 － 4,756,200

セグメント利益又は損失

（△）
479,501 △22,730 572 457,343 － 457,343

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,434,769 14,698 3,097 4,452,564 － 4,452,564

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 4,434,769 14,698 3,097 4,452,564 － 4,452,564

セグメント利益又は損失

（△）
218,027 △29,059 352 189,321 － 189,321

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 48.19円 24.05円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
332,272 166,359

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
332,272 166,359

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,895 6,916

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 47.40円 23.62円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 113 126

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中

平均株式数については、従業員インセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定して

おります（前第１四半期連結累計期間－株、当第１四半期連結累計期間110,100株）。
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（重要な後発事象）

ストック・オプションの付与

　当社は、平成28年７月15日開催の取締役会において、当社取締役（監査等委員である取締役および社外取締役

を除く。）および執行役員に対する募集事項を決定し、当該新株予約権を引き受ける者の募集をすること等につ

き決議いたしました。概要は以下のとおりです。

（１）新株予約権の総数

351個

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権の総数

が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

（２）新株予約権の割当の対象者およびその人数ならびに割り当てる新株予約権の数

割当の対象者 人数 割り当てる新株予約権の数

当社取締役（監査等委員である取締役

および社外取締役を除く。）
５名 228個

当社執行役員 ６名 123個

（３）新株予約権の目的である株式の種類および数

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という）は100株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日以降、当社が、当社普通株

式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合には、次の算式により

付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（５）新株予約権の行使期間

平成28年８月19日から平成58年８月18日まで

（６）新株予約権を割り当てる日

平成28年８月18日

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月８日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　圭司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノッ

クスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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